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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第62期
第３四半期
連結累計期間

第63期
第３四半期
連結累計期間

第62期
第３四半期
連結会計期間

第63期
第３四半期
連結会計期間

第62期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（百万円） 77,177 59,241 24,557 19,980 118,684

経常利益（百万円） 1,382 733 433 62 3,140

四半期（当期）純利益（百万円） 1,307 557 325 19 1,487

純資産額（百万円） － － 16,812 17,665 17,005

総資産額（百万円） － － 94,606 64,909 75,323

１株当たり純資産額（円） － － 420.59 442.73 425.16

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
40.35 17.22 10.04 0.59 45.91

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 17.7 27.2 22.5

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△3,351 △3,738 － － 3,321

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△442 △483 － － △563

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
1,090 356 － － △3,912

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 7,020 4,700 8,574

従業員数（人） － － 1,545 1,517 1,533

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第62期第３四半期連結累計期間,第63期第３四半期連結累計期間、第62期第３四半期連結会計期間,第63期第

３四半期連結会計期間ならびに第62期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。　
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,517    

（注）　従業員数は就業人員であります。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 1,067    

（注）　従業員数は就業人員であります。

EDINET提出書類

株式会社ピーエス三菱(E01161)

四半期報告書

 3/32



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1)受注実績

当第３四半期連結会計期間の受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
  至　平成22年12月31日)

前年同四半期比（％）

土木建設事業（百万円）　 5,601 －

建築建設事業（百万円）　 9,217 －

製造事業(百万円) 176 －

その他兼業事業(百万円) 175 －

合計(百万円) 15,170 －

(2)売上実績

当第３四半期連結会計期間の売上実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
  至　平成22年12月31日)

前年同四半期比（％）

土木建設事業（百万円）　 11,733 －

建築建設事業（百万円）　 7,894 －

製造事業(百万円) 176 －

その他兼業事業(百万円) 175 －

合計(百万円) 19,980 －

（注）１．当社グループ（当社及び連結子会社）では、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記

載しておりません。

２．セグメント間の取引については相殺消去しております。

３．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりであります。

前第３四半期連結会計期間

売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。　 

当第３四半期連結会計期間

国土交通省 2,149百万円　 10.8％　

(3)売上にかかる季節的変動について

当社グループの土木建設事業並びに建築建設事業においては、工事の発注が下半期、特に第４四半期連結会計期間

に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期

連結会計期間の完成工事高が多くなるといった季節的変動があります。
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なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

①　受注高、売上高、繰越高

 期別 種類別

期　首

繰越工事高

(百万円)

期　中

受注工事高

(百万円)

計

(百万円)

期　中

完成工事高

(百万円)

期　末

繰越工事高

(百万円)

前第３四半期

累計期間

(自平成21年

４月1日

 至平成21年

12月31日)

土木工事 69,018 21,366 90,384 34,047 56,337

建築工事 42,634 21,501 64,136 31,767 32,369

工事計 111,652 42,868 154,521 65,815 88,706

製品 2,853 1,293 4,147 3,252 895

不動産事業 － 746 746 31 715

兼業計 2,853 2,040 4,894 3,284 1,610

合計 114,506 44,909 159,415 69,099 90,316

当第３四半期

累計期間

(自平成22年

４月1日

 至平成22年

12月31日)

土木工事 46,411 23,117 69,528 30,419 39,109

建築工事 31,892 28,943 60,835 22,080 38,755

工事計 78,303 52,061 130,364 52,499 77,865

製品 467 719 1,186 649　 537

不動産事業 715 33 748 748 －

兼業計 1,182 752 1,935 1,397 537

合計 79,486 52,813 132,299 53,897 78,402

（注）１．前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、期中受注工事高にその

増減を含んでおります。従って、期中完成工事高にもこのような増減が含まれます。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）であります。

②　受注工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第３四半期会計期間

(自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日)

土木工事 4,403 1,477 5,880

建築工事 297 8,939 9,237

計 4,701 10,417 15,118

当第３四半期会計期間

(自　平成22年10月１日

至　平成22年12月31日)

土木工事 1,584 2,164 3,748

建築工事 684 8,503 9,188

計 2,269 10,667 12,936

③　完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第３四半期会計期間

(自　平成21年10月１日

至　平成21年12月31日)

土木工事 5,699 4,347 10,046

建築工事 892 10,066 10,958

計 6,592 14,413 21,005

当第３四半期会計期間

(自　平成22年10月１日

至　平成22年12月31日)

土木工事 6,447 3,952 10,400

建築工事 666 7,221 7,888

計 7,114 11,174 18,288
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（注）１．完成工事高のうち請負工事５億円以上の主なものは、次のとおりであります。

前第３四半期会計期間　

中日本高速道路㈱ 東名高速道路（改築）中新田高架橋（ＰＣ上部工）北工事

独立行政法人　鉄道建設・

運輸施設整備支援機構　
九幹鹿、緑川Ｂ他

福島県　 国道改築工事

東急不動産㈱ （仮称）東五反田一丁目計画新築工事

㈱山崎歯車製作所 （仮称）㈱山崎歯車製作所プロジェクト新築工事　

当第３四半期会計期間　

国土交通省 平成20－22年度　大坂谷川橋上部工事

西日本高速道路㈱ 舞鶴若狭自動車道　和久里高架橋（ＰＣ上部工）工事

東日本高速道路㈱ 北海道横断自動車道　双珠別川橋（ＰＣ上部工）工事

独立行政法人　鉄道建設・

運輸施設整備支援機構　

　

北陸新幹線、上越板倉地区（ＰＣけた）他　

メトロキャッシュアンド

キャリージャパン㈱　
（仮称）メトロ辰巳プロジェクト

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりであり

ます。

前第３四半期会計期間

完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。　

　

当第３四半期会計期間

国土交通省 2,138百万円　 11.7％　

④　手持工事高（平成22年12月31日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

土木工事 21,438 17,671 39,109

建築工事 1,439 37,315 38,755

計 22,877 54,987 77,865

（注）手持工事のうち請負金額10億円以上の主なもの

国土交通省 成瀬ダム国道付替１号橋上部工工事 平成23年11月完成予定

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路生平橋他２橋（ＰＣ上部工）工事 平成24年５月完成予定

東海旅客鉄道㈱　 延伸区間軌道設備製作ほか 平成24年６月完成予定　

中日本高速道路㈱ 第二東名高速道路　北新戸橋他２橋（ＰＣ上部工）　 平成25年１月完成予定　

独立行政法人　鉄道建設・運輸

施設整備支援機構
北陸新幹線、富山軌道スラブ製作運搬　 平成26年２月完成予定　
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２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。　

(1）業績の状況　

当第３四半期連結会計期間における国内経済は、中国をはじめとする世界経済の回復等により復調傾向を辿っては

いるものの、デフレの一層の深化、厳しい雇用情勢、原油価格の高騰や為替レートの変動など、景気が下押しされるリ

スクが内在しており、未だ不安定で厳しい状況が続いております。

建設業界におきましては、住宅関連を中心に民間設備投資の持ち直し感はあるものの、国内の公共投資については

景気対策として国の平成22年度補正予算において予算措置を講じられましたが、補正後の公共投資関係費は前年度を

下回る状況となっており、依然として先行き不透明な厳しい経営環境が続くものと思われます。

このような経済状況のもとＰＣ技術を基軸とした総合建設業としての当社グループは、一昨年より取り組んでおり

ます「リカバリーピーエス三菱」のスローガンのもと、事業規模が縮小しても利益の出せる体制・体質を作りつつ、

昨年度に続き、今年度も黒字化の達成に向け、グループ企業一丸となって懸命に努力してまいりました。

当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高199億80百万円（前年同四半期比18.6%減）、営業利益２億38百万円

（前年同四半期比64.3%減）、経常利益62百万円（前年同四半期比85.5%減）、四半期純利益19百万円（前年同四半期

比94.1%減）となりました。

　なお、当社グループの主たる事業であります土木建設事業及び建築建設事業の売上高は、工事の発注が下半期、特に

第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工

事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が多くなるといった季節的変動があります。

セグメントの業績は、以下のとおりであります。

土木建設事業は、公共投資が昨年と同様に低調に推移しております。受注高及び前期繰越工事が減少しており、売上

高は125億48百万円、セグメント利益は12億39百万円となりました。

建築建設事業は、民間設備投資の先行きは不透明であり、不動産市況の低迷等、厳しい市場環境が続いております。

受注高は増加しておりますが、前期繰越工事が減少しており、売上高は78億94百万円、セグメント利益は４億60百万円

となりました。

製造事業は、売上高は６億89百万円、セグメント利益は23百万円、その他兼業事業は、売上高は４億円、セグメント利

益は41百万円となりました。　

なお、セグメントの業績は、報告セグメントの売上高、セグメント利益を記載しております。

　

（独占禁止法違反による排除措置命令及び営業停止命令について）　

当社は、国土交通省関東地方整備局及び同近畿地方整備局並びに福島県が発注するプレストレスト・コンクリート

による橋梁の新設工事の入札に関し、平成16年10月15日付で公正取引委員会より独占禁止法の定めに基づく排除勧告

を受けました。当社は同勧告を不応諾として、平成16年10月19日付で勧告不応諾書を提出し、平成16年11月18日付で審

判開始決定を受け、審判を行ってまいりましたが、平成22年９月21日付で同委員会より上記３件の排除措置を命ずる

審判審決を受け、当該審決が確定しました。このことが、建設業法第28条第１項第２号及び第３号に該当すると認めら

れるとして、国土交通省関東地方整備局から同法第28条第３項に基づき、平成22年11月30日付で、営業停止命令を受け

ました。当社はこれまでも、法令及び企業倫理の遵守に取り組んでまいりましたが、本件処分を厳粛に受け止め、当社

グループのコンプライアンス体制の取り組みをさらに徹底・強化してまいります。
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(2）キャッシュ・フローの状況　

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、47億円となりまし

た。　　　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

営業活動の結果、使用した資金は71億39百万円（前年同四半期比149.1%増）となりました。これは主に売上債権の増

加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）　

投資活動の結果、使用した資金は１億37百万円（前年同四半期比15.3%増）となりました。これは主に有形固定資産

の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）　

財務活動の結果、獲得した資金は57億59百万円（前年同四半期比105.9%増）となりました。これは主に短期借入金の

純増加によるものであります。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末と比べ15億23

百万円の減少となりました。　　　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はなく、また、新たに生じ

た重要な対処すべき課題はありません。

(4）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の金額は、94百万円であります。

なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設のうち、未定であった投資予定金額・完了予定

年月・完成後の増加能力について当第３四半期連結会計期間において次のとおり確定致しました。

会社名

事業所名
所在地

セグメント

の名称
設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着手及び完了予定年月
完成後の

増加能力
総額

(百万円)

既支払額

(百万円)
着手 完了

㈱ピーエスケー

(仮称)富津工場

千葉県

富津市

土木建設

事業

建設工事

用設備
1,187 901

自己資金

及び借入金
平成22年8月

平成23年3月

予定

重要な変

更なし

（注）１．上記金額には、消費税等は含んでおりません。

２．新設計画は、工場移転計画であり、完成後の増加能力に関して、特段の変更はありません。　

　

EDINET提出書類

株式会社ピーエス三菱(E01161)

四半期報告書

 9/32



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 102,500,000

第一種後配株式 7,500,000

計 110,000,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 32,537,429 32,537,429
東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式

であり、権利内

容に何ら限定の

ない当社におけ

る標準となる株

式

単元株式数

100株

第一種後配株式

（注１）　
7,500,000 7,500,000 非上場・非登録

(注２～４)

単元株式数

100株

計 40,037,429 40,037,429 － －

（注）１．行使価額修正条項付新株予約権付社債券等であります。

　　　２．第一種後配株式の内容は次のとおりです。

　　　　１）議決権

　　　　第一種後配株式は全て議決権を有しております。

　　　　２）配当

　　　　①平成17年３月期までは、利益配当は行いません。

　　　　②平成18年３月期以降、普通株式に対して１株につき年12円以上の利益配当または剰余金の配当をする場合

　　　　　は、後配株式１株につき年24円の利益配当または剰余金の配当を行います。

　　　　３）取得の請求

　　　　①株主のオプション

　　　　イ）取得を請求し得べき期間

　　　　平成17年７月31日以降

　　　　ロ）取得の条件

　　　　普通株式の時価が800円以上になった場合

　　　　ハ）取得株式数

　　取得株式数＝ (400円÷取得時期における時価) ×２× (１＋0.014)ｎ ※

　　但し、後配株式１株につき交付される普通株式は１株を下回らず、２株を上回らないものとします。

　　※時価は取得比率を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の終値の平均値とします。

　　※ｎは平成14年７月31日から取得を請求する日までに経過した満年数（１年未満は切捨て）とします。
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　　　　②会社のオプション

　　　　イ）取得の請求

　　　　ａ）取得時期

　　　　平成17年７月31日以降

　　　　ｂ）取得の条件

　　　　普通株式の時価が800円以上になった場合

　　　　ｃ）取得株式数

取得株式数＝ (400円÷取得時期の時価) ×２× (１＋0.014)ｎ ※

　但し、後配株式１株につき交付される普通株式は１株を下回らず、２株を上回らないものとします。

　※時価は取得比率を適用する日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の終値の平均値とします。

　※ｎは平成14年７月31日から取得を請求する日までに経過した満年数（１年未満は切捨て）とします。

　　　　ロ）取得

　　　　ａ）可能期間

　　　　平成18年７月31日以降

　　　　ｂ）取得の条件

800円× (１＋0.014)ｎ ※

　　　　ｃ）取得可能株式数

　　　　後配株式の全部又は一部を取得することができます。

　　　　※ｎは平成14年７月31日から取得する日までに経過した満年数（１年未満は切捨て）とします。

　　　　③その他の場合における取得

　　　　後配株式は、平成24年７月31日以降、以下の算式により普通株式を株主に交付するのと引換えに取得でき

　　　　ます。

　　　　取得株式数＝（400円÷取得時期の時価）×2.30

　　　　但し、後配株式１株につき交付される普通株式は１株を下回らず、２株を上回らないものとします。

　　　　④普通株式への転換または取得と配当

　　　　①、②または③により、後配株式の取得と引換えに交付された普通株式に対する最初の利益配当または

　剰余金の配当は、転換の請求、一斉転換、取得の請求又は一斉取得が４月１日から９月30日までになされ

たときは４月１日に、10月１日から３月31日までになされたときは10月１日に、それぞれ転換または取得

があったものとみなしてこれを支払います。

　　　　４）会社法第322条第２項に規定する定款の定めの有無

　　　　会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。　

　　　３．権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めの内容　

　　　　　権利の行使に関する事項についての所有者との間の取決めはありません。　

　　　４．当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めの内容　

　　　　　当社の株券の売買に関する事項についての所有者との間の取決めはありません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 
第２四半期会計期間

（平成22年７月１日から
平成22年９月30日まで）

第３四半期会計期間
（平成22年10月１日から
平成22年12月31日まで）

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正

条項付新株予約権付社債券等の数（個）
－ －

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数（株） － －

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等

（円）
－ －

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額

（百万円）
－ －

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該

行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計

（個）

－ －

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条

項付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数

（株）

－ －

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条

項付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等

（円）

－ －

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条

項付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額（百

万円）

－ －

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 40,037,429 － 4,218 － 8,110

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

EDINET提出書類

株式会社ピーエス三菱(E01161)

四半期報告書

12/32



（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、
記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお
ります。

①【発行済株式】
 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

136,000

－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

単元株式数　100株

完全議決権株式（その他）

普通株式

32,357,700

 

323,577
同上

第一種後配株式

7,499,800

 

74,998

(1)株式の総数等

②発行済株式(注)

に記載のとおり

単元株式数　100株

単元未満株式

 

 普通株式

43,729
－

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式  

１単元(100株)未満の株式

第一種後配株式

200
－　

(1)株式の総数等

②発行済株式(注)

に記載のとおり

１単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 40,037,429 － －

総株主の議決権 － 398,575 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の「普通株式の株式数」欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,100株含

まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数21個が含まれ

ております。

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）　

株式会社

ピーエス三菱

東京都中央区晴海

二丁目５番24号
136,000 － 136,000 0.34

計 － 136,000 － 136,000 0.34

（注）当第３四半期末（平成22年12月31日）の自己株式は、136,166株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合

0.34％）となっております。　
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 335 350 308 278 258 239 224 234 251

最低（円） 318 270 276 230 174 178 200 199 217

（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令

第14号）に準じて記載しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表についてはあずさ監査法人、当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日ま

で）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表に

ついて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人とな

りました。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 4,700 8,574

受取手形・完成工事未収入金等 ※5 
27,452 34,708

未成工事支出金 ※2
 9,699

※2
 8,784

その他のたな卸資産 ※1
 1,291

※1, ※2
 1,842

繰延税金資産 11 30

未収入金 3,341 3,840

その他 1,024 337

貸倒引当金 △121 △156

流動資産合計 47,400 57,963

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 7,535 7,556

機械、運搬具及び工具器具備品 10,205 10,437

土地 9,413 9,093

リース資産 68 58

建設仮勘定 261 10

減価償却累計額 △14,701 △14,645

有形固定資産計 12,782 12,510

無形固定資産 35 36

投資その他の資産

投資有価証券 ※6
 1,112

※6
 1,138

破産債権、更生債権等 2,711 2,804

繰延税金資産 247 260

その他 3,372 3,452

貸倒引当金 △2,752 △2,842

投資その他の資産計 4,691 4,813

固定資産合計 17,509 17,360

資産合計 64,909 75,323
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 20,379 27,996

短期借入金 10,785 10,434

1年内返済予定の長期借入金 1,500 1,500

未払法人税等 107 402

未成工事受入金 5,319 7,515

賞与引当金 50 117

完成工事補償引当金 218 220

工事損失引当金 ※2
 505

※2
 572

その他 2,638 4,003

流動負債合計 41,504 52,763

固定負債

退職給付引当金 3,442 3,245

役員退職慰労引当金 199 178

再評価に係る繰延税金負債 1,944 2,070

資産除去債務 94 －

その他 57 59

固定負債合計 5,739 5,554

負債合計 47,244 58,317

純資産の部

株主資本

資本金 4,218 4,218

資本剰余金 8,110 8,110

利益剰余金 3,510 2,769

自己株式 △60 △60

株主資本合計 15,779 15,038

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 73 88

土地再評価差額金 1,643 1,827

為替換算調整勘定 168 10

評価・換算差額等合計 1,885 1,925

少数株主持分 － 41

純資産合計 17,665 17,005

負債純資産合計 64,909 75,323
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 ※2
 77,177

※2
 59,241

売上原価 70,631 53,286

売上総利益 6,545 5,955

販売費及び一般管理費 ※1
 4,982

※1
 4,875

営業利益 1,562 1,079

営業外収益

受取利息 29 9

受取配当金 12 12

スクラップ売却益 17 17

その他 34 33

営業外収益合計 94 73

営業外費用

支払利息 228 115

持分法による投資損失 0 22

為替差損 － 250

その他 45 31

営業外費用合計 274 420

経常利益 1,382 733

特別利益

固定資産売却益 36 11

貸倒引当金戻入額 402 45

その他 19 2

特別利益合計 458 59

特別損失

固定資産除却損 7 55

減損損失 ※3
 67 0

ゴルフ会員権評価損 2 1

退職特別加算金 43 －

転進支援費用 45 －

関係会社清算損 － 60

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 91

その他 14 28

特別損失合計 181 236

税金等調整前四半期純利益 1,659 556

法人税、住民税及び事業税 397 125

法人税等調整額 △28 △85

法人税等合計 369 40

少数株主損益調整前四半期純利益 － 516

少数株主損失（△） △16 △41

四半期純利益 1,307 557
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 ※2
 24,557

※2
 19,980

売上原価 22,312 18,116

売上総利益 2,245 1,863

販売費及び一般管理費 ※1
 1,577

※1
 1,625

営業利益 667 238

営業外収益

受取利息 11 2

受取配当金 6 6

スクラップ売却益 7 4

その他 9 12

営業外収益合計 34 24

営業外費用

支払利息 88 46

持分法による投資損失 6 3

為替差損 162 146

その他 12 3

営業外費用合計 269 199

経常利益 433 62

特別利益

固定資産売却益 1 0

貸倒引当金戻入額 － △7

その他 0 0

特別利益合計 1 △6

特別損失

固定資産除却損 1 0

減損損失 0 0

退職特別加算金 0 －

工場閉鎖損失 12 －

子会社移転費用 － 25

その他 0 2

特別損失合計 15 29

税金等調整前四半期純利益 418 26

法人税、住民税及び事業税 67 △2

法人税等調整額 37 10

法人税等合計 105 7

少数株主損益調整前四半期純利益 － 19

少数株主損失（△） △12 △0

四半期純利益 325 19
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,659 556

減価償却費 537 453

のれん償却額 － 0

持分法による投資損益（△は益） 0 22

減損損失 67 0

投資有価証券評価損益（△は益） 2 1

退職特別加算金 43 －

転進支援費用 45 －

関係会社清算損益（△は益） － 60

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 91

退職給付引当金の増減額（△は減少） △565 198

受取利息及び受取配当金 △42 △22

支払利息 228 115

為替差損益（△は益） △26 236

売上債権の増減額（△は増加） 12,021 7,226

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,973 △374

仕入債務の増減額（△は減少） △11,654 △7,501

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,332 △2,195

未収入金の増減額（△は増加） △2,573 －

その他 △1,423 △2,049

小計 △2,321 △3,179

利息及び配当金の受取額 41 21

利息の支払額 △228 △117

退職特別加算金の支払額 △546 －

転進支援費用の支払額 △45 －

法人税等の支払額 △250 △463

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,351 △3,738

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △610 △1,025

有形固定資産の売却による収入 113 319

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

－ △1

貸付けによる支出 △31 －

貸付金の回収による収入 42 9

その他 44 213

投資活動によるキャッシュ・フロー △442 △483

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △400 365

長期借入れによる収入 1,500 －

リース債務の返済による支出 △8 △8

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,090 356

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,702 △3,874

現金及び現金同等物の期首残高 9,722 8,574

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 7,020

※1
 4,700
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1)連結の範囲の変更 

当第３四半期連結会計期間より当社の連結子会社である㈱ニュー

テック康和が㈲ながの（現：㈱ながの）の全持分を取得したため連結

の範囲に含めております。

(2)変更後の連結子会社の数

９社

２．会計処理基準に関する事項の変更 (1)資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年

３月31日）を適用しております。

これにより、営業利益、経常利益は、それぞれ０百万円、税金等調整前

四半期純利益は91百万円減少しております。また、当会計基準等の適用

開始による資産除去債務の変動額は94百万円であります。　

(2)企業結合に関する会計基準等の適用 

当第３四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」

（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する

会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）、「「研究開発

費等に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号　平成20年

12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　

平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第

16号　平成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平

成20年12月26日）を適用しております。
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

前第３四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「未収入金の増減額（△は増加）」は、金額的重要性が

乏しくなったため、当第３四半期連結累計期間より営業活動によるキャッシュフローの「その他」に含めて表示してお

ります。

　なお、当第３四半期連結累計期間の「その他」に含まれている「未収入金の増減額（△は増加）」は、488百万円であり

ます。

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四

半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算

定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の

貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２．たな卸資産の評価方法 　当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸

を省略し、前連結会計年度末の実地たな卸高を基礎として合理的な方法

により算定しております。

３．完成工事補償引当金の算定方法 　当第３四半期連結会計期間末の瑕疵担保等の費用実績率等が前連結会

計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるため、前連結

会計年度末の瑕疵担保等の費用実績率等を使用して補償見積高を算定し

ております。

４．法人税等並びに繰延税金資産及び負債

の算定方法

　法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目等を重要なも

のに限定しております。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、一時差異の発生状況等に

ついて前連結会計年度末から著しい変化がないと認められるため、前連

結会計年度末において使用した将来の業績予測及びタックス・プランニ

ングを利用しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　その他のたな卸資産の内訳　

商品及び製品 44百万円

仕掛品 1,064 

原材料及び貯蔵品 165 

兼業事業支出金　 16 

計　 1,291 

※１　その他のたな卸資産の内訳　

商品及び製品 22百万円

仕掛品 1,098 

原材料及び貯蔵品 192 

兼業事業支出金 529 

計 1,842 

※２　損失が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と

工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しており

ます。

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金のうち、工事損失引当金に対応する額は、197百万

円であります。

※２　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。

損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産

のうち、工事損失引当金に対応する額は244百万円（う

ち、未成工事支出金208百万円、その他のたな卸資産36

百万円)であります。 

３　偶発債務　　

関係会社の割賦未払金に対する債務保証を行ってお

ります。　

三菱マテリアル㈱ 882百万円

取引先の手付金に対し保証を行っております。

㈱グランイーグル 57百万円

㈱ゴールドクレスト 76百万円

計 134百万円

３　偶発債務　

関係会社の割賦未払金に対する債務保証を行ってお

ります。　

三菱マテリアル㈱ 904百万円

取引先の手付金に対し保証を行っております。

㈱グランイーグル 12百万円

───────  ４　受取手形割引高 601百万円

※５　四半期連結会計期間末日満期手形　

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日で

あったため、次の当四半期連結会計期間末日満期手形

が連結会計期間末残高に含まれています。　

受取手形 46百万円

　　　　       ─────── 　

※６　下記の資産は、差入保証金代用として、東京法務局に

差し入れております。

投資有価証券 　40百万円

※６　下記の資産は、差入保証金代用として、東京法務局に

差し入れております。

投資有価証券 　21百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 1,983百万円

賞与引当金繰入額 14 

退職給付費用 226 

役員退職慰労引当金繰入額 44 

貸倒引当金繰入額 75 

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 1,968百万円

賞与引当金繰入額 15 

退職給付費用 190 

役員退職慰労引当金繰入額 60 

※２　当社グループの土木建設事業並びに建築建設事業に

おいては、工事の発注が下半期、特に第４四半期連結会

計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間

から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比

べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が多くなる

といった季節的変動があります。

※２　　　　　　　　　　同左

※３　減損損失

当社グループは、固定資産を共用資産、支店資産、工

場資産、遊休資産に分類しさらに、支店資産については

支店ごとに、工場資産については工場ごとにグルーピ

ングしております。

　これらの資産グループのうち、投資資金の回収が困難

であると判断される遊休資産については、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しました。

　減損損失の金額は67百万円であり、その内訳は建物０

百万円、機械装置０百万円、工具器具備品０百万円、土

地66百万円であります。　

用　途 場　所　 種　類
減損損失

(百万円)　

遊休資産
七尾工場

石川県七尾市　

土地・機械装置

等　
67

遊休資産
宮崎工場

宮崎県日向市　
建物　 0

なお、回収可能価額は、正味売却価額を使用してお

り、不動産鑑定評価基準に基づく不動産鑑定士からの

評価額から建物等の処分費用見込額を差し引いて算定

しております。

─────── 
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前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 629百万円

賞与引当金繰入額 14 

退職給付費用 72 

役員退職慰労引当金繰入額 17 

貸倒引当金繰入額 12 

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員給料手当 645百万円

賞与引当金繰入額 15 

退職給付費用 63 

役員退職慰労引当金繰入額 18 

※２　当社グループの土木建設事業並びに建築建設事業に

おいては、工事の発注が下半期、特に第４四半期連結会

計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間

から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比

べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が多くなる

といった季節的変動があります。

※２　　　　　　　　　　同左

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている勘定科目の金額との関係

現金預金勘定 7,020百万円

現金及び現金同等物 7,020 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている勘定科目の金額との関係

現金預金勘定 4,700百万円

現金及び現金同等物 4,700 

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　32,537千株

第一種後配株式　　　　　 7,500千株

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　　　　　　　　　 136千株

 

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日） 

建設事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占め

る割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日）  

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。　

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間

（自平成21年４月１日　至平成21年12月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。　

　

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり、売上総利益

を基礎としております。

当社は、建設事業を中心に事業活動を展開しており、本社に土木・建築別の事業本部、製造事業やその他事

業を管理する部署を置き、国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

当社は、事業本部を基礎としたセグメントから構成されており、「土木建設事業」、「建築建設事業」、「製

造事業」及び「その他兼業事業」の４つを報告セグメントとしております。

「土木建設事業」は、土木工事の施工請負等、「建築建設事業」は、建築工事の施工請負等、「製造事業」

は、コンクリート製品の製造販売等、「その他兼業事業」は、不動産事業及び損害保険代理業等を行っており

ます。 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）　

（単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

土木建設
事業

建築建設
事業

製造事業
その他
兼業事業

計

売上高                             

外部顧客への売上高   34,67422,158　 781　 1,627　 59,241　 －　 59,241　
セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,466　 143　 1,934　 635　 5,180　 △5,180　 －　

計 37,141　 22,301　 2,716　 2,263　 64,422　 △5,180　 59,241　

セグメント利益

（売上総利益）　
4,074　 1,499　 123　 195　 5,892　 62　 5,955　
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当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）　

（単位：百万円）

 

報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

土木建設
事業

建築建設
事業

製造事業
その他
兼業事業

計

売上高                             

外部顧客への売上高   11,7337,894　 176　 175　 19,980　 －　 19,980　
セグメント間の内部
売上高又は振替高

815　 －　 512　 224　 1,552　 △1,552　 －　

計 12,548　 7,894　 689　 400　 21,532　 △1,552　 19,980　

セグメント利益

（売上総利益）　
1,239　 460　 23　 41　 1,765　 97　 1,863　

（注）１．セグメント間取引消去によるものであります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の売上総利益と調整を行っております。

３．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 5,892

調整額（セグメント間取引消去） 62

販売費及び一般管理費 △4,875

四半期連結損益計算書の営業利益 1,079

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）　

（単位：百万円）

利益 金額

報告セグメント計 1,765

調整額（セグメント間取引消去） 97

販売費及び一般管理費 △1,625

四半期連結損益計算書の営業利益 238

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

重要性がないため記載を省略しております。　　

（のれんの金額の重要な変動）

重要な変動はありません。

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。　

（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 442.73円 １株当たり純資産額 425.16円

２．１株当たり四半期純利益金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 40.35円 １株当たり四半期純利益金額 17.22円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 1,307 557

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 1,307 557

期中平均株式数（千株） 32,401 32,401

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 10.04円 １株当たり四半期純利益金額 0.59円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

（注）　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（百万円） 325 19

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 325 19

期中平均株式数（千株） 32,401 32,401

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　(1）決算日後の状況

特記事項はありません。

 

　(2）重要な訴訟等

特記事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月９日

株式会社ピーエス三菱

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 上坂　善章　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 貝塚　真聡　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ピーエス三

菱の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成

21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピーエス三菱及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１　上記は、当社（四半期報告書提出会社）が、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもので

あり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

（注）２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月８日

株式会社ピーエス三菱

取締役会　御中

有限責任　あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員
　

 公認会計士 上坂　善章　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員
　

 公認会計士 貝塚　真聡　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ピーエス三

菱の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成

22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピーエス三菱及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１　上記は、当社（四半期報告書提出会社）が、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもので

あり、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

（注）２　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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